
平成９年 11月 28日付自治能第 78号公務員部長通知 

人材育成基本方針策定指針 

地方公共団体が政策形成能力の向上等を図るため、人材育成の目的、方策等を明
確にした人材育成基本方針を策定する際に留意・検討すべき事項の指針。 

＜人材育成基本方針策定指針のポイント＞ 
１ 人材育成の目的の明確化 

 各地方公共団体が地域の将来像と行政のあり方などを踏まえて、人材育成の目的及びこれから

の時代に求められる職員像を明らかにすることが重要 

２ 学習的風土づくり等の総合的取組の推進 
 職場における様々な場面を人材育成のために活用していくことが必要であり、職場の学習的風

土づくり等の総合的な取組を推進することが重要 

① 職場の学習的風土づくりー人を育てる職場環境ー
職場の学習的風土づくりを全庁的に推進していくことが重要

  （取組例）職場診断表による診断、学習成果等の発表の場の提供、職員提案制度の実施 

② 系統だった人材育成の確立ー人を育てる人事管理ー
人材育成の観点にも十分配慮した人事管理を行っていくことが重要

  （取組例）経歴管理システムの確立、庁内公募制の導入、挑戦加点制度 

③ 仕事を進める過程の工夫・活用ー人を育てる仕事の進め方ー
仕事を進める過程自体を人材育成の機会として工夫し、活用していくことを組織全体が自覚

的に行うことが重要 

  （取組例）目標による管理、ＱＣサークル等小集団活動の活用、出前講演・出前トーク 

３ 職員研修の充実、多様化 
  自己啓発、職場研修、職場外研修のそれぞれの特性を踏まえ、研修内容の充実、多様化のため

の方策やそれらの連携のあり方についての検討が重要 

① 自己啓発
人材育成の基本である自己啓発を促進するための方策への取組・検討

（取組例）自己啓発のきっかけづくり、自己啓発に取り組みやすい職場風土づくり 

② 職場研修
人材育成の中心的な手法である職場研修の全庁的な推進・検討

（取組例）管理監督者の啓発、職場研修ﾏﾆｭｱﾙ等の作成・活用、職場研修推進運動の展開 

③ 職場外研修
○研修所研修等  多くの職員に受講機会を与えることと時代に即応した内容が重要

（取組例）地域住民や民間企業との合同研修

○派遣研修  趣旨・目的の明確化等

（取組例）専門職員を含む幅広い分野での派遣、大学院等への派遣

○広域での共同研修  都道府県等が行う研修や広域市町村圏単位の研修などの活用、充実

（取組例）広域共同研修の仕組みづくり

④ 職種、階層等に応じた研修
多種多様な職種、階層等にふさわしい研修の実施

  （取組例）保健福祉関係専門職員研修、議会事務局等職員研修、研修担当職員研修 

４ 人材育成推進体制の整備等 
① 人材育成推進体制の整備

人材育成を効果的に推進するためには、首長のリーダーシップのもと、管理監督者の部下に

対する適切な指導・助言及び人材育成担当部門の体制整備が不可欠 

② 都道府県と市町村との連携
都道府県と市町村との連携方策について地域の実情に応じた検討

（取組例）共同での研修所設置、都道府県による研修講師養成研修の実施
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